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回次
第59期

第２四半期連結
累計期間

第60期
第２四半期連結

累計期間
第59期

会計期間
自　2022年１月１日
至　2022年６月30日

自　2023年１月１日
至　2023年６月30日

自　2022年１月１日
至　2022年12月31日

売上高 （百万円） 2,208 3,263 5,264

経常利益 （百万円） 449 454 736

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 336 243 520

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 353 293 545

純資産額 （百万円） 2,605 2,994 2,777

総資産額 （百万円） 5,100 4,939 5,008

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 40.50 28.32 61.15

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 40.09 27.82 60.51

自己資本比率 （％） 46.6 54.5 50.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 497 270 546

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △306 △28 △397

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 458 △262 219

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 2,573 2,275 2,291

回次
第59期

第２四半期連結
会計期間

第60期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

自　2023年４月１日
至　2023年６月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 24.33 11.54

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

　　　　２．2022年11月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益、及び潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益を算定しております。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価

証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

新型コロナウィルス感染症による事業への影響につきましては、引き続き今後の状況を注視してまいります。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間(2023年１月１日～2023年６月30日)におけるわが国経済は、新型コロナウィルス感染

症による規制が徐々に緩和され、社会経済活動も緩やかに回復に向かう動きが見られるものの、エネルギーや原材

料価格の高騰、為替相場の変動、ウクライナ情勢の長期化、米国・欧州各国の政策金利引き上げなど、依然として

先行き不透明な状況が続いております。

このような経営環境のもと、当社グループにおきましては、みずほフィナンシャルグループが推進している法人

顧客を対象としたＤＸ支援の取り組み「みずほデジタルコネクト」にパートナー企業として参画し、ＰＲ事業分野

の積極的な活動を実施しました。

さらに、ＡＩ・ビッグデータソリューション事業分野では、Ｓａｌｅｓｆｏｒｃｅ社が提供するビジュアル分析

プラットフォームの導入支援や、株式会社アデランスが第一著者となる論文のデータ分析業務を担当するなど、高

い技術力を示すことができました。以上の結果、当第２四半期連結累計期間における連結売上高は3,263百万円

（前年同期比47.8％増）、営業利益は447百万円（同4.1％増）、経常利益は454百万円（同1.0％増）、親会社株主

に帰属する四半期純利益は243百万円（同27.4％減）となりました。

各セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

なお、前第２四半期連結会計期間より、当社グループの報告セグメントを、「ＰＲ事業」、「インフルエンサー

マーケティング事業」、「ＡＩ・ビッグデータソリューション事業」に変更しております。これは、2022年６月よ

り株式会社キーウォーカーを子会社化したことによるサービス事業の展開に伴い、事業実態に即して報告セグメン

トを変更したものになります。

前第２四半期連結累計期間においては、株式会社キーウォーカーの貸借対照表のみを連結しているため、「③Ａ

Ｉ・ビッグデータソリューション事業」については、前第２四半期累計期間と比較しての増減額および前年同期比

（％）を記載せずに説明しております。

①ＰＲ事業

約80か国のＰＲ関連会社が加盟している「ＧｌｏｂａｌＣｏｍ　ＰＲ　Ｎｅｔｗｏｒｋ」の国際会議を今秋、日

本に初誘致することが決定し、ＰＲ業界の機運が高まっていることを背景に、第１四半期連結会計期間に引き続

き、新規リテイナー契約の獲得及び既存・新規顧客からのオプショナル＆スポット案件の獲得に注力し、国内外の

事業会社、官公庁・自治体・各種団体からの大型案件を複数受注し堅調に推移しました。また、新たな収益モデル

として広報・ＰＲ業務の一元管理を実現したＳａａＳ型ビジネスの「ＰＲ-ＦＯＲＣＥ」がみずほフィナンシャル

グループの「みずほデジタルコネクト」の取り組みに選定されたことにより、デジタル技術を活用してビジネスモ

デルの変革・生産性向上を実現し、企業価値・競争力を高めたいとの課題感のある法人顧客に広くリーチすること

ができました。

この結果、ＰＲ事業における当第２四半期連結累計期間の売上高は2,501百万円（前年同期比29.2％増）、セグ

メント利益428百万円（同2.8％増）となりました。

②インフルエンサーマーケティング事業

人気クリエイターユニットＨｏｎｅｙＷｏｒｋｓの楽曲提供を受け、専属タレント「星乃夢奈」が１ｓｔシング

ルをリリースし、ＴｉｋＴｏｋ Ｗｅｅｋｌｙ Ｔоｐ 20で３位、ＴｉｋＴｏｋ上で1.5億回を超える再生回数を記

録しました。

自社タレント育成にも継続的に力を入れており、めるぷちの妹分となるユニット「めるぶちシスターズ」二期生

オーディションを開催、新メンバー８名が合流するなど所属タレントもさらに充実し、新規・既存ＳＮＳマーケテ

ィング案件の獲得を推進しました。

この結果、外注費等の売上原価の増加はあったものの、インフルエンサーマーケティング事業における当第２四

半期連結累計期間の売上高は365百万円（前年同期比34.4％増）、セグメント利益８百万円（同64.5％減）となり

ました。
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③ＡＩ・ビッグデータソリューション事業

Ｓａｌｅｓｆｏｒｃｅ社が提供するビジュアル分析プラットフォーム Ｔａｂｌｅａｕの導入・活用支援のコン

テンツが好評を博し、Ｓａｌｅｓｆｏｒｃｅ Ｊａｐａｎ Ｐａｒｔｎｅｒ Ａｗａｒｄ2023を受賞するとともに、

多数のクライアントがデータドリブンな企業への第一歩を踏み出す支援を行ってまいりました。

また、株式会社アデランスを第一著者とする８企業・団体とともに、「機械学習アルゴリズム、ランダムフォレ

ストを用いた毛髪による疾患マーカーの探索」に関する論文が日本人間ドック学会誌「人間ドック」に掲載され、

データ分析を担当したキーウォーカー社の高いデータ解析技術力が証明されました。

この結果、各サービスが好調に伸びた影響により、ＡＩ・ビッグデータソリューション事業における当第２四半

期連結累計期間の売上高は396百万円、セグメント利益73百万円となりました。

(2) 財政状態の分析

（資　産）

　当第２四半期連結会計期間末における流動資産は3,608百万円となり、前連結会計年度末に比べ73百万円減少い

たしました。これは主に、受取手形が27百万円、売掛金が49百万円減少したこと等によるものであります。固定資

産は1,331百万円となり、前連結会計年度末に比べ５百万円増加いたしました。これは主に、無形固定資産が40百

万円減少した一方で、投資その他の資産が43百万円増加したこと等によるものであります。

　この結果、総資産は4,939百万円となり、前連結会計年度末に比べ68百万円減少いたしました。

（負　債）

　当第２四半期連結会計期間末における流動負債は1,287百万円となり、前連結会計年度末に比べ180百万円減少い

たしました。これは主に、支払手形及び買掛金が31百万円、一年内返済予定の長期借入金が10百万円、未払金が75

百万円減少したこと等によるものであります。固定負債は657百万円となり、前連結会計年度末に比べ104百万円減

少いたしました。これは主に、長期借入金が71百万円、役員退職慰労引当金が32百万円減少したこと等によるもの

であります。

　この結果、負債合計は1,945百万円となり、前連結会計年度末に比べ285百万円減少いたしました。

（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産は2,994百万円となり、前連結会計年度末に比べ216百万円増加いた

しました。これは主に、利益剰余金が174百万円増加したこと等によるものであります。

　この結果、自己資本比率は54.5％（前連結会計年度末は50.4％）となりました。

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ16百万円減少し、2,275百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において営業活動の結果獲得した資金は270百万円（前年同四半期間は497百万円の獲

得）となりました。これは主に、役員退職慰労引当金の減少32百万円、棚卸資産の増加24百万円といった資金減少

要因があった一方で、税金等調整前四半期純利益の計上454百万円、売上債権の減少111百万円といった資金増加要

因があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において投資活動の結果支出した資金は28百万円（前年同四半期間は306百万円の支

出）となりました。これは主に、定期預金戻入による収入25百万円、保険解約による収入14百万円といった資金増

加要因があった一方で、定期預金の預入による支出34百万円、有形及び無形固定資産の取得による支出35百万円と

いった資金減少要因があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において財務活動の結果支出した資金は262百万円（前年同四半期間は458百万円の獲

得）となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出144百万円、自己株式の取得による支出49百万円、

配当金の支払額69百万円といった資金減少要因があったことによるものであります。
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(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状況、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の「重要な会計方針及び見積り」の記載について重要な変更はありません。

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した優先的に対処すべき当社グループの事業上及び財務上の課

題について重要な変更はありません。

(6) 研究開発活動

該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,240,000

計 30,240,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数（株）
（2023年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 8,746,992 8,746,992
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数100株

計 8,746,992 8,746,992 － －

②【発行済株式】

（注）「提出日現在発行数」欄には、2023年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2023年４月１日～

2023年６月30日
－ 8,746,992 － 543 － 484

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2023年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

㈱新東通信 愛知県名古屋市中区丸の内3-16-29 2,874,792 33.37

㈱テクノグローバル研究所 東京都渋谷区神宮前6-34-20 1,105,600 12.83

真瀬　正義 東京都新宿区 380,000 4.41

谷　鉄也 愛知県名古屋市千種区 324,114 3.76

共Ｐグループ従業員持株会 東京都中央区築地1-13-1 178,900 2.08

MSIP CLIENT SECURITIES（常任代理

人 モルガン・スタンレーＭＵＦＧ

証券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON 

E14 4QA, U.K．（東京都千代田区大手町

1-9-7）

174,500 2.03

山本　文彦 三重県四日市市 165,000 1.92

鈴木　泰弘 神奈川県横浜市青葉区 114,600 1.33

古賀　尚文 東京都立川市 111,514 1.29

ＳＭＢＣ日興証券㈱ 東京都千代田区丸の内3-3-1 108,100 1.25

計 － 5,537,120 64.27

（５）【大株主の状況】

（注）１．上記のほか、自己株式が131,418株あります。

　　　２．2023年６月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社ＳＢＩ証券が2023年５月

31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在

における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　　　　　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

　　　　　　大量保有者　　　　株式会社ＳＢＩ証券

　　　　　　住所　　　　　　　東京都港区六本木一丁目６番１号

　　　　　　保有株券等の数　　株式 439,100株

　　　　　　株券等保有割合　　5.02％
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2023年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 131,400 － 単元株式数     100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,612,700 86,127 同上

単元未満株式 普通株式 2,892 － －

発行済株式総数 8,746,992 － －

総株主の議決権 － 86,127 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2023年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式
数（株）

他人名義
所有株式
数（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

共同ピーアール株式会社 東京都中央区築地一丁目13番１号 131,400 － 131,400 1.50

計 － 131,400 － 131,400 1.50

②【自己株式等】

（注）当第２四半期会計期間末日現在の自己名義所有の自己株式は131,418株であります。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,318,168 2,310,479

受取手形 28,902 1,828

売掛金 1,133,852 1,084,764

契約資産 16,720 659

未成業務支出金 127,926 152,773

その他 67,467 67,226

貸倒引当金 △11,327 △9,713

流動資産合計 3,681,711 3,608,018

固定資産

有形固定資産 146,440 148,952

無形固定資産

のれん 620,769 586,386

その他 83,110 76,947

無形固定資産合計 703,879 663,334

投資その他の資産

投資有価証券 149,501 187,462

関係会社株式 23,795 18,076

破産更生債権等 67,286 66,377

敷金及び保証金 179,825 196,130

繰延税金資産 45,946 31,716

退職給付に係る資産 67,242 76,253

その他 9,939 9,939

貸倒引当金 △67,286 △66,377

投資その他の資産合計 476,252 519,580

固定資産合計 1,326,572 1,331,867

資産合計 5,008,284 4,939,885

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 340,166 308,362

短期借入金 50,000 50,000

１年内返済予定の長期借入金 250,177 239,505

未払金 177,778 102,259

未払法人税等 183,961 178,179

賞与引当金 106,304 113,364

その他 360,179 296,068

流動負債合計 1,468,566 1,287,740

固定負債

長期借入金 666,618 595,087

退職給付に係る負債 13,149 12,743

役員退職慰労引当金 34,783 1,883

その他 47,628 48,029

固定負債合計 762,179 657,745

負債合計 2,230,746 1,945,485

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 543,455 543,859

資本剰余金 534,334 534,480

利益剰余金 1,456,410 1,630,936

自己株式 △49,694 △83,260

株主資本合計 2,484,506 2,626,016

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 35,008 60,071

退職給付に係る調整累計額 4,735 5,146

その他の包括利益累計額合計 39,743 65,218

新株予約権 70,906 96,592

非支配株主持分 182,381 206,572

純資産合計 2,777,538 2,994,400

負債純資産合計 5,008,284 4,939,885
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日

　至　2023年６月30日)

売上高 2,208,616 3,263,505

売上原価 1,054,869 1,810,113

売上総利益 1,153,746 1,453,391

販売費及び一般管理費 ※ 724,037 ※ 1,006,220

営業利益 429,709 447,171

営業外収益

受取利息 11 17

受取配当金 216 427

受取賃貸料 3,954 3,579

為替差益 10,531 6,010

助成金収入 4,754 －

持分法による投資利益 3,539 －

保険解約返戻金 － 6,395

その他 955 2,867

営業外収益合計 23,964 19,297

営業外費用

支払利息 1,908 3,441

不動産賃貸費用 2,169 2,303

持分法による投資損失 － 5,718

その他 22 769

営業外費用合計 4,100 12,234

経常利益 449,572 454,235

特別利益

固定資産売却益 7,289 －

段階取得に係る差益 45,845 －

特別利益合計 53,134 －

特別損失

固定資産除却損 － 54

特別損失合計 － 54

税金等調整前四半期純利益 502,707 454,180

法人税、住民税及び事業税 161,830 176,008

法人税等調整額 △12,156 10,128

法人税等合計 149,674 186,136

四半期純利益 353,033 268,043

非支配株主に帰属する四半期純利益 17,008 24,191

親会社株主に帰属する四半期純利益 336,025 243,852

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日

　至　2023年６月30日)

四半期純利益 353,033 268,043

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △547 25,063

退職給付に係る調整額 744 410

その他の包括利益合計 197 25,474

四半期包括利益 353,231 293,518

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 336,223 269,326

非支配株主に係る四半期包括利益 17,008 24,191

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日

　至　2023年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 502,707 454,180

減価償却費 22,937 36,909

のれん償却額 8,364 69,482

株式報酬費用 32,850 33,517

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,579 △2,638

賞与引当金の増減額（△は減少） 48,810 7,060

株主優待引当金の増減額（△は減少） △17,211 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,600 △32,900

退職給付に係る資産負債の増減額（△は減少） △7,969 △8,823

受取利息及び受取配当金 △228 △444

支払利息 1,908 3,441

固定資産売却益 △7,289 －

固定資産除却損 － 54

保険解約返戻金 － △6,395

持分法による投資損益（△は益） △3,539 5,718

段階取得に係る差損益（△は益） △45,845 －

売上債権の増減額（△は増加） 82,728 111,754

棚卸資産の増減額（△は増加） △18,115 △24,488

仕入債務の増減額（△は減少） 2,195 △38,373

前受金の増減額（△は減少） 51,008 23,333

未払費用の増減額（△は減少） △16,125 △22,415

未払消費税等の増減額（△は減少） 47,948 △51,603

その他 △62,753 △93,739

小計 625,561 463,630

利息及び配当金の受取額 79 133

利息の支払額 △2,049 △3,442

法人税等の支払額 △126,107 △189,638

営業活動によるキャッシュ・フロー 497,483 270,683

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,500 △34,143

定期預金の払戻による収入 3,500 25,542

有形及び無形固定資産の取得による支出 △26,048 △35,601

有形及び無形固定資産の売却による収入 42,256 －

投資有価証券の取得による支出 △1,838 △1,845

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 104,571 3,417

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △424,777 －

貸付金の回収による収入 282 －

保険積立金の積立による支出 △536 △133

保険積立金の解約による収入 － 14,758

投資活動によるキャッシュ・フロー △306,092 △28,005

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 450,000 －

長期借入金の返済による支出 △97,619 △144,434

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,158 －

ストックオプションの行使による収入 9,762 614

自己株式の取得による支出 － △49,831

自己株式の処分による収入 153,710 －

配当金の支払額 △56,180 △69,208

財務活動によるキャッシュ・フロー 458,514 △262,859

現金及び現金同等物に係る換算差額 6,451 3,967

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 656,357 △16,214

現金及び現金同等物の期首残高 1,916,930 2,291,636

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,573,288 ※ 2,275,421

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更等）

　該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

（追加情報）

　前連結会計年度の有価証券報告書（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウィルス感染症拡大の影響

に関する仮定について重要な変更はありません。

（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

　前第２四半期連結累計期間
（自  2022年１月１日

　　至  2022年６月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自  2023年１月１日

　　至  2023年６月30日）

役員報酬 70,250千円 111,910千円

給与手当 239,487 306,635

雑給 10,543 14,959

法定福利費 76,276 74,707

地代家賃 30,425 40,664

貸倒引当金繰入額 1,629 △2,638

退職給付費用 32,422 30,329

賞与引当金繰入額 39,735 44,013

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自  2022年１月１日

至  2022年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2023年１月１日

至  2023年６月30日）

現金及び預金勘定 2,599,253千円 2,310,479千円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △25,964 △35,057

現金及び現金同等物 2,573,288 2,275,421

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
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（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年２月14日

取締役会
普通株式 57,566 14.00   2021年12月31日   2022年３月30日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年２月13日

取締役会
普通株式 69,326 8.00 2022年12月31日 2023年３月30日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2022年１月１日　至　2022年６月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（２）基準日が当連結会計年度の開始日から当第２四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

２．株主資本の著しい変動に関する事項

　当社は、2022年５月26日開催の取締役会決議に基づき、自己株式190,000株の処分を行っております。この

結果、当第２四半期連結累計期間において自己株式が132,481千円減少し、当第２四半期連結会計期間末にお

いて自己株式が2,342千円となっております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2023年１月１日　至　2023年６月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（２）基準日が当連結会計年度の開始日から当第２四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

２．株主資本の著しい変動に関する事項

　当社は、2022年11月24日開催の取締役会決議に基づき、自己株式80,700株の取得を行いました。また、2023

年３月29日開催の取締役会決議に基づき、自己株式25,696株の処分を行いました。この結果、当第２四半期連

結累計期間において自己株式が33,565千円増加し、当第２四半期連結会計期間末において自己株式が83,260千

円となっております。
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報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２ＰＲ事業

インフルエン
サーマーケテ
ィング事業

ＡＩ・ビッグ
データソリュ
ーション事業

計

売上高

外部顧客への売上高 1,936,438 272,177 － 2,208,616 － 2,208,616

セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,847 33,203 － 36,050 △36,050 －

計 1,939,285 305,381 － 2,244,667 △36,050 2,208,616

セグメント利益 417,150 25,262 － 442,412 △12,703 429,709

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

（単位：千円）

（注）１．セグメント利益の調整額△12,703千円には、のれん償却額△8,364千円、各報告セグメントに配分

　　　　していない全社費用△4,400千円等が含まれております。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

　２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　2022年５月30日付で、株式会社キーウォーカーの株式を取得したことにより、当第２四半期連結会計期間

より、同社を連結の範囲に含めております。これに伴い、当第２四半期連結会計期間より「ＡＩ・ビッグデ

ータソリューション事業」を新たに報告セグメントに追加しております。この影響により、ＡＩ・ビッグデ

ータソリューション事業のセグメント資産の金額は487,732千円増加しております。

　３．報告セグメントの変更等に関する事項

　当社グループの報告セグメントは、従来ＰＲ事業の単一セグメントでありましたが、第１四半期連結会計

期間より、「ＰＲ事業」、「インフルエンサーマーケティング事業」に変更しております。これは、株式会

社ＶＡＺ及びその子会社１社を子会社化したことによるサービス事業の展開に伴い、事業実態に即して報告

セグメントを変更するものであります。

　また、当第２四半期連結会計期間より、株式会社キーウォーカーを連結子会社化したことに伴い、「Ａ

Ｉ・ビッグデータソリューション事業」を新たに報告セグメントに追加しております。

　なお、株式会社キーウォーカーのみなし取得日を2022年５月31日としているため、当第２四半期連結累計

期間は貸借対照表のみを連結しております。

　４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　ＡＩ・ビッグデータソリューション事業セグメントにおいて、2022年５月31日をみなし取得日として、株

式会社キーウォーカーが新たに連結子会社となっております。

　なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第２四半期連結累計期間において684,986千円であります。
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報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２ＰＲ事業

インフルエン
サーマーケテ
ィング事業

ＡＩ・ビッグ
データソリュ
ーション事業

計

売上高

外部顧客への売上高 2,501,549 365,738 396,217 3,263,505 － 3,263,505

セグメント間の内部売上高

又は振替高
500 2,180 1,626 4,306 △4,306 －

計 2,502,049 367,918 397,843 3,267,811 △4,306 3,263,505

セグメント利益 428,791 8,975 73,630 511,397 △64,225 447,171

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

（単位：千円）

（注）１．セグメント利益の調整額△64,225千円には、のれん償却額△64,217千円、各報告セグメントに配分

　　　　していない全社費用△8千円が含まれております。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

　２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　該当事項はありません。

　３．報告セグメントの変更等に関する事項

　該当事項はありません。

　４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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報告事項

合計
ＰＲ事業

インフルエンサー

マーケティング事業

ＡＩ・ビッグデータ

ソリューション事業

リテイナー 1,121,619 － － 1,121,619

オプショナル＆ス

ポット
721,533 － － 721,533

ペイドパブリシテ

ィ
93,285 － － 93,285

インフルエンサー

マーケティング
－ 272,177 － 272,177

ＡＩ・ビッグデー

タソリューション
－ － － －

顧客との契約から

生じる収益
1,936,438 272,177 － 2,208,616

外部顧客への売上

高
1,936,438 272,177 － 2,208,616

報告事項

合計
ＰＲ事業

インフルエンサー

マーケティング事業

ＡＩ・ビッグデータ

ソリューション事業

リテイナー 1,214,004 － － 1,214,004

オプショナル＆ス

ポット
1,202,219 － － 1,202,219

ペイドパブリシテ

ィ
85,326 － － 85,326

インフルエンサー

マーケティング
－ 365,738 － 365,738

ＡＩ・ビッグデー

タソリューション
－ － 396,217 396,217

顧客との契約から

生じる収益
2,501,549 365,738 396,217 3,263,505

外部顧客への売上

高
2,501,549 365,738 396,217 3,263,505

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　前第２四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

（単位：千円）

　　　当第２四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

（単位：千円）
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前第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日

至　2022年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日

至　2023年６月30日）

(１)１株当たり四半期純利益 40円50銭 28円32銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 336,025 243,852

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
336,025 243,852

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,297 8,611

(２)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 40円09銭 27円82銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 84 154

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

（注）2022年11月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定して

おります。

（重要な後発事象）

     該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年８月９日

共同ピーアール株式会社

取締役会　御中

東陽監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中野　敦夫

指定社員
業務執行社員

公認会計士 石川　裕樹

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている共同ピーアール

株式会社の2023年１月１日から2023年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、共同ピーアール株式会社及び連結子会社の2023年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め



　（注）　１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連

結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四

半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役谷鉄也は、当社の第60期第２四半期（自 2023年４月１日　至 2023年６月30日）の四半期報告書の

記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


